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日本のケアマネジメント展開の課題

―英米との比較をとおした今後の展望の考察―

河　野　高　志

要旨　日本のケアマネジメントは従来、制度・政策に組み込まれ、法律の施行と改正によって発

展し、また展開されてきた。しかし一方では、利用者の生活を支援するうえで十分なケアマネジ

メント実践が行われていないという問題が指摘されてきた。その背景にはケアマネジメントと

ソーシャルワークの乖離という状況がある。この状況は、利用者の生活に寄りそったケアマネジ

メントの実践方法の未発展や、そこにかかわるソーシャルワーカーの不足という事態を引き起こ

してきたのである。

　そこで本稿では、こうした問題を解決する糸口を見出すため、ソーシャルワークとケアマネジ

メントの先進国であるアメリカとイギリスとの比較から、日本のケアマネジメントの問題を明ら

かにし、それをソーシャルワークとの関係から考察した。そして、その考察をふまえてソーシャ

ルワーカーを活用したケアマネジメント展開の試案を提示し、実現への課題を整理した。

キーワード　ソーシャルワーク、ケースマネジメント、ケアマネジメント、ソーシャルワーカー

の養成・教育、政策から実践への転換

はじめに

ケアマネジメントが日本に紹介されてから、

およそ四半世紀が経過した。その当初、ケアマ

ネジメントは実践・政策の両側面から研究され

ていた。しかし、2000年の介護保険法施行のあ

と、ケアマネジメント研究は介護保険制度の研

究と化した。それは、2000年以降のケアマネジ

メント研究の大半が高齢者分野であることに表

れている（河野 2012a：22）。また、介護保険

関連業務の多忙さなどから効果的な利用者支援

ができなくなっているというケアマネジャーの

実践上の問題に対し、「担当件数の制限」や「モ

ニタリング記録提出の義務化」「特定事業所集

中減算の導入」「サービス担当者会議の義務化」

などといった法改正に解決の議論が集中してき

たことをみてもわかる。そして、このようにし

て繰り返し行われてきた法改正は、これまで以

上にケアマネジャーの業務量を増加させた。さ

らに、ケアマネジャーの業務を法律で義務化す
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ることにより、ケアマネジャー以外の社会福祉

専門職がケアマネジメントに関与しにくい状況

を作り出すことになった。すなわち、ケアマネ

ジャーの負担がかなり重くなっているのであ

る。このようにみると、法改正によるケアマネ

ジメントの改善にむけた取り組みは限界にきて

いると考えられる。

そもそもケアマネジメントを制度化すること

自体は、サービス利用の基準と手続きを明確化

する点や、費用管理を可能にする点でメリット

がある。しかし、それだけがケアマネジメン

トだと考えるならば、ケアマネジメントの概

念を矮小化して社会福祉の現場に導入すること

になる。それはつまり、多くの専門職や関係者

が協力して地域のサービスを利用者の生活状況

やニーズにあわせて調整し、柔軟に提供すると

いうケアマネジメント本来の実践が失われるこ

とを意味している。そして現に、日本のケアマ

ネジメントは、利用者の生活にあわせて必要な

サービスや資源を調整して柔軟に提供する支援

方法としての特徴が影を潜め、制度上のサービ

スを利用するための決められた事務手続きに

なっているのである。つまり、ケアマネジメン

トが介護保険関連業務としてのみ理解されてい

る状況なのである。

　そこで本稿では、日本のケアマネジメントを

利用者の生活支援に役立つ実践方法として再考

するため、実践と政策の両方の特徴をあわせ

もったケアマネジメントの展開方法を検討して

いきたい。そのため、まずは日本のケアマネジ

メントの現状と問題を明らかにし、そのうえで

ケアマネジメント先進国であるアメリカとイギ

リスとの比較から今後の日本のケアマネジメン

ト展開に対する示唆を得たい。そして最後に、

日本で制度のみにとどまらないケアマネジメン

ト方法を展開するための課題を検討していきた

い。

１．日本のケアマネジメントの現状と問題

⑴　ケアマネジメントの導入から発展の経緯

　ケアマネジメントは1980年代後半に、日本

へ導入された。その背景には、1980年代にお

ける日本の高齢者福祉の状況があった（坂本・

谷 2001：158）。当時日本では、家族形態が核

家族化し、家族による介護が困難になりはじめ

ていた。そして、高齢化社会にともない高齢者

の人口比の割合が上昇して介護ニーズが社会的

に増大するなかで、新たな介護システムの模索

が喫緊の課題となっていったのである。そこで

は、高齢者の介護ニーズにあわせて必要なサー

ビスを適切かつ確実に提供する方法の検討や、

激増する介護ニーズに対応するためサービスを

無駄なく効率的に組み合わせて提供する支援体

制の構築が急務となった。

そこで、ケアマネジメント先進国であるアメ

リカとイギリスの方法が注目された。歴史的に

アメリカやイギリスは1950年代以降、精神病院

や入所施設の拡大による福祉関連費用の増大や

ノーマライゼーション理念の普及をうけて、施

設ケアから地域ケアへ移行する方針に転換して

いった。しかし、地域ケアへ移行した当初、地

域の機関によるサービスが利用者のニーズにあ

わせて適切に提供されることは少なかった。な

ぜなら、地域のサービス提供機関の連携と協働

の不足や、サービスにかかる国家と地方自治体

の予算管理の機能不全があったからである。こ

れらの問題に対してアメリカでは、連邦政府を

中心に政策的な資金提供を行い、ケースマネジ

メントを活用した地域支援プログラムを発展さ
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せていった。一方、イギリスでは、ケアマネジ

メントを地方自治体によるサービスと予算の管

理・提供システムとして政策的に機能させた。

そのためアメリカのケースマネジメントは、政

策的な資金提供を背景としながらも、利用者の

ニーズとサービスや資源をつなぎあわせるとい

う実践内容の点で発展し、イギリスのケアマネ

ジメントは、サービスと予算の管理・提供シス

テムの制度化という政策展開によって確立して

いったと考えられる。このようなアメリカ的な

実践面の特徴とイギリス的な政策面の特徴は、

効果的かつ効率的にサービスを提供することに

役立つと考えられた。それゆえ、日本の介護シ

ステムの中心的な構成要素としてケアマネジメ

ントを取り入れてきたのである。

日本への導入後は、デイサービスセンターで

の相談機能の強化に関わるケアマネジメント事

例の研究（奥西 1991）や川崎市の「高齢者ふ

れあい窓口（高齢者保健・医療・福祉相談窓

口）」を中心とした多様な専門職とインフォー

マルサービスが連携したケアマネジメントシス

テムの研究（市川 1996）、さらに児童虐待ソー

シャルワークにおけるケアマネジメントの研

究（寺本 2000）などのように、ケアマネジメ

ントの実践的側面と政策的側面の両面に注目し

た研究がなされていた。また、1994年の高齢者

介護・自立支援システム研究会の報告書で介護

保険の創設が提起され、日本の政策用語として

はじめてケアマネジメントが用いられることに

なった（菊池 1996：34）。

そして、このような流れをうけて成立した、

ケアマネジメントを屋台骨とする介護保険法

は、「これまで家族内で対処すべきとされてい

た介護に市民権を得させ、介護を支えるサービ

ス量を増加させるといった貢献」によって、ア

メリカなどの諸外国から注目を集めるように

なった（渡部 2002：2）。さらにその後、法改

正や介護報酬改定を行い、現在では高齢者福祉

の中核的制度に成長した。また、こうした成果

は障害者福祉分野にも波及し、ケアマネジメン

トの本格化に影響を与えた。障害者福祉分野で

は、1995年の日本障害者リハビリテーション

協会による「障害者に係る介護サービス等の提

供の方法及び評価に関する検討会」からケアマ

ネジメントの検討を始め、1996年の市町村障

害者生活支援事業や障害児（者）地域療育等支

援事業によるケアマネジメントの実施、2003

年からの障害者ケアマネジメント体制支援事

業によるケアマネジメント従事者研修の開始、

2006年の障害者自立支援法へのケアマネジメ

ント体制の位置づけと相談支援従事者研修の充

実、などの政策展開につながっている。さらに

この流れは、2013年４月施行の障害者総合支

援法でも進展していく予定である。

⑵　制度に位置づけられたケアマネジメント展

開の問題

　このように政策的側面から発展してきた日本

のケアマネジメントは、岡本祐三によると「誰

でも気軽に利用できる福祉サービスを提供し、

措置制度の欠陥（所得調査、家族調査など）を

なくして、利用者本人の自主的な選択を保証

し、かつ自立支援のために専門職の責任ある援

助の手法（インフォームド・コンセント）を

制度的に確立しようとする」（岡本 2009：121）

ものといわれている。具体的には、高齢者なら

要介護認定、障害者なら障害程度区分認定を受

け、その結果に応じたサービス利用が認められ

る。そして、ケアマネジャーや障害者ケアマネ

ジメント従事者がアセスメントやケアプラン作
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成を行いながら、利用者によるサービスの選択

や利用を支援するシステムになっている。しか

し、こうした理念とは裏腹に、利用者支援に関

するケアマネジメント方法に多くの問題が起き

ている。

　たとえば馬場純子は、ケアマネジャーの業務

について、①アセスメントにおいて利用者と地

域・近隣との関係を情報収集しているケアマネ

ジャーは26％しかいない、②ケアプラン作成

でインフォーマルケアを反映しているケアマネ

ジャーは10％しかいない、③サービス担当者会

議をほとんど実施していないケアマネジャーが

49.3％いる、④モニタリングやケアプランの見

直しが十分行われていない、⑤ボランティアや

インフォーマルケアといった社会資源があまり

把握できていない、という問題を指摘したうえ

で、ケアマネジャーの業務が目前のニーズに対

するサービスの組み合わせになりがちで、本来

のケアマネジメントが行われていないと主張し

ている（馬場 2003：75-81）。また和気純子も、

保険外資源の活用や連携、権利擁護、地域の社

会資源開発といったケアマネジメントの本来的

かつ重要な要素がほとんど達成されていないこ

とを強調している（和気 2004：37）。さらに伊

藤幸子は、ケアマネジャーが給付管理業務に傾

倒しやすくなっている業務体系を問題視し、介

護保険制度の構造を見直す必要性を提起してい

る（伊藤 2005：42）。

　これらの問題に対して国は、2003年の介護

報酬改定時にケアマネジャー一人当たりの担当

件数の上限を50件に設定し、月１回のモニタリ

ングや３カ月に１回のアセスメントを義務化し

た。そして2006年の法改正では、地域包括支援

センターを設立して要支援の高齢者をケアマネ

ジャーの業務から切り離し、業務範囲を要介護

の高齢者に焦点化した。また同年の介護報酬改

定では、担当件数の上限が35件に減らされ、新

規・区分変更時を含めてサービス担当者会議の

実施を義務化した。さらに特定事業所集中減算

を導入し、自事業所サービスの独占的提供に歯

止めをかけ、多様なサービスの提供を促進して

きた。加えて、ケアマネジャー資格の５年ごと

の更新制も導入し、研修強化に努めてきた。こ

のような取り組みによって、ケアマネジメント

の問題を解消し、利用者支援の効果を高めよう

としてきたのである。

しかし馬場によると、こうした法改正の一方

で、ケアマネジャーの月あたりの総業務時間は

177.6時間（2005年）から217.6時間（2009年）

に増加している。また、2005年から2009年の

間で、「本人との相談」や「サービス担当者会

議」「モニタリング」「記録」などの業務にか

ける時間数は増加しているものの、「関係機関

等との相談や調整」「アセスメントと課題分析」

「ケアプランの作成」にかける時間数と総業務

時間に占める割合はともに減少している（馬場 

2012：108-９）。すなわち、法改正によって義

務化や強化された項目は業務時間が増加してい

る一方で、それ以外の業務を従来どおり維持す

る時間とエネルギーがケアマネジャーに残って

おらず、法改正によってケアマネジメントが向

上しているとはいえない状況なのである。

　他方、障害者福祉分野ではこうした取り組み

がまだ本格化していないため、同様の考察はで

きない。しかし、障害者総合支援法のもと2015

年３月以降、ケアマネジメントによるサービス

利用を完全実施する予定である。これについ

ては、先行する介護保険制度をモデルとする以

上、ケアマネジメントに関して同じような問題

が起こると容易に想像できるだろう。さらに障



― 4 ―

福岡県立大学人間社会学部紀要　第22巻　第１号

― 5 ―

河野：日本のケアマネジメント展開の課題

害者福祉分野では、高齢者以上に自らの意思表

示が困難で、かつ生活状況に変化の多い障害者

がサービス利用者の多くを占める。そのため、

利用者の生活状況に寄りそったケアマネジメン

トが展開できなければ、介護保険制度以上の問

題を抱えることになると予測できるのである。

⑶　日本のケアマネジメントの問題

　これまでの経緯から、日本ではケアマネジメ

ントの問題への対応において、法改正やケアマ

ネジャーに対する研修の強化によって解決を図

ろうとしてきたことがわかる。しかし、複雑か

つ多様な状況に身を置く利用者の、生活支援の

なかで起こる問題を解決するためには、実践方

法の見直しが不可欠であり、制度の改正やケア

マネジャーの研修強化だけでは不十分である。

具体的にケアマネジャーは、①医師、②歯科

医師、③薬剤師、④保健師、⑤助産師、⑥看

護師・准看護師、⑦理学療法士、⑧作業療法

士、⑨社会福祉士、⑩介護福祉士、⑪視能訓練

士、⑫義肢装具士、⑬歯科衛生士、⑭言語聴覚

士、⑮あん摩マッサージ指圧師、⑯はり師、⑰

きゅう師、⑱柔道整復師、⑲栄養士（管理栄養

士を含む）、⑳精神保健福祉士、に加えて相談

援助業務従事者や介護等業務従事者という多種

多様な資格や職種をもとにした実務上の資格で

あり、実務経験に加えて試験と研修を終えれば

取得できる。しかし、試験と研修で習得するこ

とは大部分が介護保険制度の運用に関するもの

であり、生活支援すなわちソーシャルワークに

関する専門性がほとんどないと言わざるを得

ない。また、2012年にケアマネジャー資格を

取得した者が保有する資格等は、介護福祉士

66.4％、相談援助業務従事者・介護等業務従事

者13.9％、社会福祉士9.9％、看護師・准看護師

8.9％、精神保健福祉士1.5％であり（厚生労働

省調べ）、さらに2011年時点で居宅介護支援事

業所のケアマネジャーのうちソーシャルワーク

の資格である社会福祉士資格保有者は11.0％、

精神保健福祉士資格保有者は1.6％しかいない

（株式会社三菱総合研究所：2012）。このことか

ら、ソーシャルワークを専門的基盤にもたない

者がケアマネジャーの大部分を占めていること

がわかる。

この状況の背景には、日本のケアマネジメン

トがソーシャルワークと意を異にする独自の手

法として介護保険制度下の役割業務に特化して

きたことがある（井上 2005：54-７）。このこ

とは、費用抑制を可能にする利用者のスクリー

ニングや効率的なサービス分配というケアマ

ネジメントの政策面の特徴のみを発展させ、利

用者のニーズに柔軟な対応をみせるフォーマ

ル・インフォーマルサービスの調整や提供とい

う実践面の特徴を失わせることになった。これ

に関して太田義弘は、日本のケアマネジメント

を、「ソーシャルワークに固有な生活支援とい

う視野や発想（中略）を欠落した実践レパート

リーの便宜的な活用」と指摘し（太田・小榮住

2006：3）、ソーシャルワークから乖離したも

のになっていると述べている。それゆえ、ソー

シャルワークとしてケアマネジメントを展開す

る方法が発展してこなかったのである。

すなわち日本のケアマネジメントの問題は、

制度の設計や改善というよりも、むしろソー

シャルワークとケアマネジメントの乖離とい

う根本的な問題であると考えられる。換言する

と、日本のケアマネジメントは政策的な発展を

遂げたものの、ソーシャルワーク実践としてケ

アマネジメントを展開する方法の未発展やその

担い手であるソーシャルワーカーの不在という
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問題によって、利用者の生活支援に十分な効果

をもたらせずにいるのである。

２．アメリカとイギリスのケアマネジメント

展開との比較

⑴　アメリカのケースマネジメントとマネジド

ケアとの関係

　ケアマネジメントとソーシャルワークの乖離

という問題は、日本だけのものではない。日本

がモデルとしたケアマネジメント先進国のアメ

リカやイギリスでも、同様の問題は起きてい

る。そのため、この両国におけるケアマネジメ

ントの問題への対処方法が、日本のケアマネジ

メントの問題解決に示唆を与えるだろうと思わ

れる。そこで次に、アメリカとイギリスのケア

マネジメント展開やそのなかで起こった問題へ

の対処方法を、特にソーシャルワークの展開に

注目してみていきたい。

先に述べたように、ケアマネジメントはノー

マライゼーション理念の具体化や脱施設化への

対応として、アメリカの政策的プロジェクトの

なかでケースマネジメントとして登場したのが

はじまりである。その意味では、歴史的にも制

度・政策といったマクロ・レベルからの議論が

盛んであった。そして、ケースマネジメントは

その成果が認められ、数多くの連邦法に組み込

まれ法制化されていった（副田 2008：86-７）。

なかでも、マネジドケアはその代表的なもので

ある。

マネジドケアについて先行研究をみると、

Summers, N.は、急増する保健医療ケアの費

用を抑制するために開発された財政上のシステ

ムであると述べている（Summers 2009：57）。

具体的には、保険会社の医療保険に加入し、保

健医療サービスが必要になったときに保険会社

へサービス受給を申請するシステムで、管理型

医療制度と呼ばれている。マネジドケアは、い

まやアメリカの保健医療システムと同義であ

り、そこにケースマネジメントが内包されてい

る（Gursanskyら 2003：39）。

このマネジドケアにおけるケースマネジメン

トの役割は、人々の保健医療サービスの選択

や利用を管理し、できるだけ低コストでケア

をパッケージ化して提供することである。その

ため、ここでのケースマネジメントは、ケアの

利用資格や基準にもとづいたスクリーニングを

行ってケア費用を決定し、その予算内で利用者

に適切なケアを提供して効果をモニタリングす

ることを指すのである。こうしたケースマネジ

メントには、ケースマネジャーの活動指針とな

る要綱や意思決定のフローチャートがあるもの

の、それらは利用者のパーソナリティや生活環

境といった個別の違いを考慮して作成されて

いないのが現状である（Summers 2009：58）。

つまり、マネジドケアにおけるケースマネジメ

ントは、利用者支援よりも費用や資源の管理に

よるシステム維持に主眼がある。このようにア

メリカでは、保健医療システムを財政的に維

持するための戦略としてマネジドケアが開発さ

れ、それを運用する方法としてケースマネジメ

ントを政策に位置づけてきたのである。

　そして、このようなマネジドケアのシステム

では、目先の費用抑制を重視する民間保険会

社の利益優先の経営方針によって利用者が必

要なサービスを利用できないという問題が起き

た。他方、システム全体でみると、入院医療費

の抑制が逆に外来医療費の増大を招くなど、保

健医療サービスにかかる費用全体の削減という

マネジドケア制度の目的は十分果たせずにい
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た。そこで、このように制度がうまく機能しな

いため、マネジドケアでは近年、アウトリーチ

による利用者の早期発見をケースマネジャー

に求める傾向がみられるようになってきた

（Summers 2009：58）。なぜならそれは、ケー

スマネジャーが利用者とより多く接触すること

によって、早期のサービス利用を促し、生活の

危機的状況を未然に防ぐことができるからであ

る。これは、疾病管理Disease Management

というケアの継続性を重視した考えに関連して

いる（Powellら 2010：14）。つまり、疾病の

自然経過を念頭に置くことで予防教育から早期

介入を可能にし、効果的かつ効率的な保健医療

サービスを提供できるようケースマネジメント

方法を改良したのである。この方法は、家庭医、

入院中の医師、外来の医師などと保健医療サー

ビスの提供者が変わっても、一人のケースマネ

ジャーが利用者と継続的にかかわることで利用

者の生活状況にあわせたケアの継続性を確保で

きるのである。ただし、このケースマネジメン

ト方法についてもアメリカの場合、民間保険会

社による自由競争市場であるため、比較的ケー

スマネジメントの効果が表れやすく、費用対効

果の見込める喘息などの疾病に対象が偏るとい

う問題はある。

　このようにマネジドケア制度の問題を解決す

るためケースマネジャーには特に、利用者の

利益を見守り、ケアに関わる多様な関係者の

調整を行い、利用者にとっての唯一で専門的な

窓口となることに重点を置くことが求められて

いる。これらの実践に重点を置くケースマネ

ジャーは、臨床ケースマネジャーと呼ばれる。

主に心理療法家かソーシャルワーカーがこれを

担っているが、前者は後者のように自らの通常

の臨床実践としてケースマネジメントを捉えて

いない。そのため、ソーシャルワーカーが臨床

ケースマネジャーになることが適切といわれて

いる（Cohen 2003：39）。

さらに、マネジドケアでは保険会社を通さな

い限り保健医療サービスを利用することができ

ない。つまり臨床ケースマネジャーとなるソー

シャルワーカーには、保険会社の利益追求の方

針にそってケースマネジメントを展開すること

ではなく、保険会社と交渉して、利用者の利益

を重視する視点から十分かつ適切なサービスを

確保し調整して提供することが要求されている

のである。このように、マネジドケアという政

策の枠組みだけでは保険会社の営利活動の影響

を受けて十分に利用者の生活支援ができないた

め、その状況を改善するためにアウトリーチや

ソーシャルワーカーによるケースマネジメント

実践が必要とされているのである。

⑵　イギリスにおけるケアマネジメント展開の

発展

他方イギリスでは、サービスや資源の調整

方法として発展したアメリカのケースマネジ

メント概念を導入して、1974年にケント大学

ソーシャルサービス研究所が政府委託のプロ

ジェクトを開始し、PSSRU（Personal Social 

Service Research Unit）方式のケアマネジメ

ントを実践・検証してきた。その主な特徴は、

以下のとおりである（Challisら＝1991）。

　① ソーシャルワーカーにケアマネジメント

の責任を全面的にもたせたこと

　②　施設入所の可能性が高い25～30人の高

齢者を担当ケース数としたこと

　③　直接支援にあたるソーシャルワーカーが

予算執行権限をもつこと

　④　一般的な高齢者領域のソーシャルワー
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カーよりも高度な訓練と経験をもつソー

シャルワーカーを確保したこと

　⑤　１ケースへの出費をレジデンシャル・ケ

アにかかる費用の３分の２に設定したこと

　このプロジェクトではケアマネジメントの成

果として、施設入所者数の抑制、生活への満足

度の高さ、ケアの質の確保、高齢者の身体的能

力の維持、介護者のストレスの軽減、といった

実践面の効果とともに、費用対効果の向上が証

明された。このなかでケント大学のプロジェク

トが強調したのは実践面の効果であり、費用対

効果の向上は実践面の効果の副次的なものと考

えていた（Payne＝1998：114）。しかし、こ

のプロジェクトと同様のアメリカの研究では費

用対効果の向上が証明されず、むしろ実践面の

効果である生活の質の向上が明らかになってい

る（中谷 1989）。そのため、このケント大学の

プロジェクトはイギリス政府の意向に偏った研

究であるという批判を受けることになった（永

田 1997：97）。なぜなら当時のイギリス政府

は、生活の質の向上に加えて費用対効果も期待

できるという研究成果を得ることで、1985年

のソーシャルワーク指導部の組織改革と社会

サービス監査庁の創設を行ったからである。そ

こには、政府主導のもとケアマネジメントに

よって費用抑制と資源管理を全国的に推進・監

査していくという意図があったのである。

　こうした背景のもとイギリスでは、1990年

に国民保健サービスおよびコミュニティケア法

が施行された。そしてそこでは、国家の役割を

独占的なサービス提供から民間サービスの開発

と促進およびその質の管理に転換していった。

これにともない、行政機関内でもサービス購入

者としてのソーシャルワーカー（＝ケアマネ

ジャー）を設置することで、サービスの提供と

購入が分離されたのである。このようにイギリ

スでは、利用者の選択肢の拡大を目指した民間

サービスの活用という名目のもと、地方自治体

ソーシャルワーカーの責任をケアマネジメント

による予算と資源の管理に焦点化し、実際的な

サービス提供を行う専門的なソーシャルワーク

実践を自治体の責務から切り離していったので

ある。これによって、PSSRU方式（熟練した

ソーシャルワーカーによる柔軟なサービス調整

をとおした集中的な介入）のようなケアマネジ

メントを展開する自治体は、1993年以降なく

なったのである（副田 2008：94）。この経緯に

は、イギリス政府が費用抑制という政策目標の

ためにケアマネジメントの手法を利用したとい

う実態をみてとることができる。また、専門的

なソーシャルワーク実践を排し、予算と資源の

管理に自治体の業務を焦点化したことから、ケ

アマネジメントを「行政サービスにおける脱専

門職化の戦略」（副田 2008：94）として用いた

ことも理解できる。

　しかしその後、国民保健サービスおよびコ

ミュニティケア法にもとづく地方自治体管轄の

ケアマネジメントと、保健省管轄の地域精神

保健チームによるケアマネジメントの二つが混

乱をきたすようになる。なぜなら、この二つの

公的なケアマネジメントは連携がとられておら

ず、また専門的な対人支援を展開していなかっ

たからである。具体的に、連携の問題に関して

は、二つの制度の谷間に落ち、ケアを受けられ

ない人がいたことを意味している。また専門的

な対人支援については、精神障害のある人や複

雑かつ頻繁に変化するニーズをもつ人に対し

て、単にサービスを仲介するだけの管理的なケ

アマネジメントでは効果が表れなかったことが

大きな問題となった。特に、複雑多様なニーズ
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をもつ人に対しては、治療的支援的なケアマネ

ジメントの導入やソーシャルワーク技術の展開

が必要であると現場のソーシャルワーカーから

指摘されたのである（三品 2008：19）。

そこでバーミンガム市では先駆的に、精神障

害のある人へのケアマネジメントにおいて、専

門的かつ積極的な介入を可能にするためケアマ

ネジメント方法の見直しと有資格ソーシャル

ワーカーの採用を進めた。具体的には、PCT

（Primary Care Mental Health Team）、AOT

（Assertive Outreach Team）、HTT（Home 

Treatment Team）、RRT（Rehabilitation & 

Recovery Team）という地域ケアを担当する

四つのチームをつくり、アウトリーチ・初期の

ケア・在宅ケア・リハビリについて専門分化し

た方法をとっている。そして、そこに国家資格

をもつソーシャルワーカーを採用してケアマネ

ジメントを行っているのである（三品 2008：

20-５）。このようにイギリスでも、管理的なケ

アマネジメントシステムの問題を実践面の改善

によって解決しようとする動きが必要とされて

いるのである。

⑶　両国との比較にみる日本のケアマネジメン

トの問題

　これまでアメリカとイギリスにおけるケアマ

ネジメントの発展や、そこでの政策面の問題と

その解決を目指す実践面の取り組みをみてき

た。その経緯から、それぞれの国が予算やサー

ビス・資源の管理や抑制を目的として、ケアマ

ネジメントを組み込んだ政策を展開しているこ

とがわかる。そして、管理的な制度・政策がも

たらした問題を解決しようとするうえで、制度

そのものの改正よりむしろ、ケアマネジメント

実践を向上させてきたことが両国の特徴といえ

る。

　その具体的な取り組みの一つは、ケアマネジ

メント方法の転換である。制度に位置づけられ

たケアマネジメントの宿命は、サービスの管理

と費用抑制にある。しかし、それだけでは利用

者に十分な支援を提供できないという問題が発

生する。そのとき、これまでの管理的な方針で

なく、利用者に十分かつ必要なサービスや資源

を提供しようとする利用者の利益優先のケアマ

ネジメント方法に転換することは、利用者の生

活支援の向上を可能にしてきた。そして、も

う一つの取り組みは、専門的実践を可能にする

ソーシャルワーカーの活用である。アメリカと

イギリスでは、ケアマネジメント方法を利用者

の生活に寄りそったものに転換しようとすると

き、ソーシャルワーカーを活用してきた。それ

は、ソーシャルワーカーが対人支援を中心とす

る生活支援方法の全般に高度な専門性を有する

職種であり、ケアマネジメントを効果的に展開

するために欠かせない専門職だからである。そ

してアメリカとイギリスでは、これら二つの取

り組みを車の両輪のように機能させることに

よって、制度・政策の管理的な構造が引き起こ

す問題に実践面から対応してきたのである。

　こうしたアメリカやイギリスの取り組みを日

本の現状と比較してみると、どちらの要素も

日本では展開されていないことがわかる。ま

ずケアマネジメント方法の転換について日本で

は、担当件数の制限やアセスメント、モニタリ

ング、サービス担当者会議の義務化というよう

な個々の実践要素について、介護保険制度の規

定を変更している。しかし、このやり方で実践

を変えようとすることは、逆に介護保険制度に

則ってケアマネジメントをさせるという姿勢が

強調され、根本的な実践の改善にならない。こ
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れについては、ケアマネジメント導入当初のイ

ギリスでも同様のことが起きており、Payne, 

M.も以下のように指摘している（Payne＝

1998：114）。

　　アメリカ式モデルとケントモデルでは、ソーシャ

ルワークのカウンセリング、治療それに人間関係的

側面を重視する。しかし、保健省指針の、かなり管

理的色彩の強いなかでは、これは軽視されている。

にもかかわらず、もしケアマネジメントがうまく行

くためには、それこそが基本であることを指摘して

きた。

　ここでは、政府がサービス提供を管理的なシ

ステムにし、それにそってケアマネジメントを

展開するよう指示しておきながら、効果的な利

用者支援における管理的でないケアマネジメン

トの重要性を強調することを批判している。つ

まり、管理的なシステムに忠実であることをケ

アマネジャーに要求しながら、同時に管理的で

ない手法によって利用者支援の効果も最大限に

あげるよう要求する姿勢を問題視しているの

である。日本のケアマネジメントも、ケアマネ

ジャーの活動を制度で細かく規定して負担を重

くしておきながら、利用者支援の効果がケアマ

ネジャー個々の実践面の努力にかかっていると

いう点では、このような制度と実践の関係性に

かかわる問題をもっているといえる。

　また、ソーシャルワーカーの活用について

は、アメリカやイギリスの専門職養成と日本の

専門職養成の違いという大きな問題がある。ア

メリカやイギリスでは、膨大な実習を中心とし

たソーシャルワーカー養成課程があり、高い基

準で専門職養成を行ってきた（河野 2010：12-

４）。一方日本では、伝統的に政策論が強く（太

田 1992：39-40）、ソーシャルワークが普及し

てきたのは最近のことである。そのためソー

シャルワーカー養成も、新たなカリキュラムで

社会福祉士や精神保健福祉士の養成課程を再構

築している最中であるが、実践力という点では

アメリカやイギリスに大きく後れをとっている

といわざるを得ない。こうした状況により、専

門的なソーシャルワーク実践を基盤としたケア

マネジメントが展開できる人材の不足という問

題が起きているのである。すなわち、日本のケ

アマネジメントの問題は、①ソーシャルワーク

実践としてのケアマネジメント方法が未発展で

あること、②ソーシャルワーク実践としてのケ

アマネジメントを展開できるソーシャルワー

カーが少ないこと、の２点に特徴づけられるの

である。

３．日本における今後のケアマネジメント展

開の検討

⑴　ソーシャルワークの方法としてのケアマネ

ジメント

　アメリカやイギリスとの比較から、日本のケ

アマネジメントには方法の未発展とその担い手

の不足という問題があることがわかった。これ

は、ソーシャルワークとケアマネジメントの乖

離という日本の現状から浮かび上がる問題その

ものである。そこで、この二つの問題に取り組

み、日本のケアマネジメント方法を再考してい

くためのビジョンを検討していきたい。具体的

には、ケアマネジメントをソーシャルワークの

方法として考えていくための議論である。

　まず、ソーシャルワーク実践としてのケアマ

ネジメント方法を確立するうえで欠かせないこ

とは、ソーシャルワークの方法論の概念に位置
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づけながらケアマネジメントを検討することで

ある。ソーシャルワーク方法論について日本で

最も詳細に分析・考察している太田によると、

それらは以下のように整理されている（太田

1992：7-13）。

①　方法論… 社会福祉事象の認識からはじま

り、目標の設定から対応策へと

系統立った専門的かつ科学的な

実践を可能にする手順や過程、

原則などを明確にすることであ

り、社会福祉目標の合理的達成

を目指した一連の方法としての

実践理論や枠組みを構成するこ

と

②　方　法… 課題を遂行し目標を達成するた

めに、いかに支援し、どのよう

に目的や計画を立て、手段をい

かに講じるかという活動を意味

し、系統立った課題解決を見出

す活動から構成されていること

から、問題の克服と課題の達成

を目標に、特殊な状況に対応し

た活動を展開する過程のこと

③　技　術… 利用者との支援関係を構成する

ことによって、ソーシャルワー

クの価値と、利用者の特殊な状

況についての知識にもとづき、

心理社会的な積極的支援活動を

提供する過程を展開していく

ソーシャルワーカーの専門的能

力のこと

④　技　法… 人間関係のなかで、それぞれの

参加者が目標を遂行するために

用いるさまざまの特殊な行為の

うちの一つであり、目標達成へ

の技術のもつ特質を具体的に構

成する手順のこと

　ここでいう方法論とは、利用者支援の目標の

設定から支援過程の進め方の検討、利用者中心

や自己決定といった原則、利用者の利益を優先

する倫理観などを含めたソーシャルワーカーの

実践上の枠組みを意味している。つまりこれ

は、ソーシャルワーカーが方法論という生活支

援の専門的枠組みにもとづいて方法や技術、技

法を活用しなければならないという方針を示

している。そして方法とは、問題解決に向けた

実践活動の過程であり、具体的にはケースワー

クやグループワーク、コミュニティ・オーガニ

ゼーション、アドミニストレーション、ネット

ワーキングなどのアプローチを指している。こ

こには、知識にもとづく状況認識や行動判断を

意味する技術や、実際的な支援の行動である技

法が含まれている。すなわちソーシャルワーク

とは、方法論にもとづき、技術や技法を包含し

た方法を活用しながら利用者の生活を支援する

専門的な実践活動であり、この体系に位置づけ

ることでケアマネジメントをソーシャルワーク

実践として展開することが可能になるのであ

る。

　また、このソーシャルワークの方法について

Bartlett, H. M.（＝2009：75-80）や太田（1992：

７-10）は、個々の方法の集まりをソーシャル

ワーク・レパートリーと呼んで整理している。

特にBartlett, H.M.によると、ソーシャルワー

ク・レパートリーはソーシャルワークの価値や

知識にもとづいて実践で展開され、その実践

のフィードバックによってソーシャルワークの

価値や知識の体系が蓄積されるという循環構造

をもつ。このようなレパートリーは、目的に対

する手段であって、その目的が価値という観
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点から明示され、状況が知識の活用をとおし

て正確に理解されるときのみ、実践の行為が

ソーシャルワークとしての意味をもつのである

（Bartlett ＝2009：80-3）。このことは、レパー

トリーが、ソーシャルワークの価値や知識にも

とづいたうえで展開する支援方法としての位置

づけであることを強調している。

このように考えると、ケアマネジメントを

ソーシャルワークの方法に位置づけることに

よって、ソーシャルワークの方法論という枠組

みのなかで、価値や知識というソーシャルワー

ク実践の基盤にもとづいた展開が可能になると

いえる。そのため、ソーシャルワークの体系に

位置づけたケアマネジメント方法を研究してい

くことが、日本のケアマネジメント方法を発展

させる一助になると考えられる（注１）。

⑵　ケアマネジメントを担う専門的人材の養成

　次に、これまで検討してきたようにソーシャ

ルワークの方法としてケアマネジメントを展開

していくためには、それを実践するソーシャル

ワーカーの存在が不可欠になる。現在ケアマネ

ジャーの大半を占めるのは、介護福祉士や相談

援助業務従事者、介護等業務従事者、看護師・

准看護師であるため、その確保は急務といえる

だろう。そこで、ケアマネジメントを担うソー

シャルワーカーの確保について、①実践現場で

働くソーシャルワーカーの教育と活用、②現在

ケアマネジャーであるソーシャルワーカー以外

の職種の教育と活用、③ソーシャルワーカー

養成課程の発展、という３点から検討してみた

い。①と②は既存の人材の活用であり、③は今

後の担い手の養成という意味である。

　まず、①実践現場で働くソーシャルワーカー

の教育と活用は、現在、制度に位置づけられた

ケアマネジメントにかかわっていないソーシャ

ルワーカーを活かす視点である。これについて

は、ソーシャルワーカーが個々にスキルアップ

して日々の実践のなかでケアマネジメント方法

を改善・向上させていくことが重要である。そ

のことが、介護保険制度にとらわれない、ソー

シャルワークとしてのケアマネジメント方法の

普及をすすめる地道で確実な取り組みであると

考えている。これに関連して具体的な一つの手

段を示すと、認定社会福祉士制度の利用がケア

マネジメントにおけるソーシャルワーカー活用

の可能性を高めるかもしれないと考えている。

　認定社会福祉士制度とは、2007年の「社会

福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法

律案に対する附帯決議」において示された社会

福祉士の上級認定資格の仕組みである。具体的

には、この附帯決議をうけて、2008年度から

2010年度にかけて社団法人日本社会福祉士会

が専門社会福祉士研究委員会や専門社会福祉士

認定制度準備委員会を設置して認定制度の枠組

みを検討し、それをふまえて2011年10月30日

に認定社会福祉士認証・認定機構が設立された

ことによりスタートした制度である。これによ

り誕生した認定社会福祉士とさらにその上級資

格である認定上級社会福祉士は、高度な専門知

識と熟練あるいは卓越した技術を用いて個別の

支援から地域福祉の推進、人材養成、管理運営

などを行うソーシャルワークの高度専門職とし

て位置づけられた。

　この認定社会福祉士になるために必要となる

のが、認定社会福祉士認証・認定機構から認証

された研修の受講である。この研修における、

認定社会福祉士の分野専門科目のひとつである

「理論・アプローチ別科目」や認定上級社会福

祉士の共通専門科目である「理論系科目Ⅱ」の
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内容には、ケアマネジメントが含まれる。すな

わち、ここでソーシャルワーク実践としてのケ

アマネジメント方法を教えることで、専門性の

高い社会福祉士にソーシャルワーク実践として

のケアマネジメントを教育する機会ができる。

これにより、高度専門職がソーシャルワーク実

践としてケアマネジメントを展開する可能性が

高まると考えられるのである。なお、この研修

の認証は大学院の講義も対象となるため、ソー

シャルワーク系大学院の参入があれば比較的容

易に実現できる提案である。実際、すでに参入

している大学院もある。

　次に、②現在ケアマネジャーであるソーシャ

ルワーカー以外の職種の教育と活用であるが、

これについてはすでに拙稿（河野 2010：14）

で現職のケアマネジャーに対して、

１）ソーシャルワークに関する研修への参加

２）ソーシャルワークのスーパーバイザーを

招聘した事例研究会の開催

３）事例提供を通したソーシャルワーク研究

への協力（共同研究を含む）

４）ソーシャルワーク系大学院への進学（研

究生、科目等履修生を含む）

を提案している。これらの取り組みによって、

ソーシャルワークの専門性を高める努力をして

いくことが重要と考えている。

　最後に、③ソーシャルワーカー養成課程の発

展は、大学等における専門職養成課程をさらに

発展させることを指す。社会福祉士について

は、2009年度から新カリキュラムが開始され、

科目の細分化や演習時間の増加が実施されて

いる。また、精神保健福祉士の養成課程では、

2012年度から新カリキュラムが開始され、実

習・演習時間の増加や科目の細分化も行ってい

る。これらの取り組みによって日本のソーシャ

ルワーカー養成課程は、これまでよりも専門性

を高めようとしてきている。しかし、アメリカ

は学部で最低400時間、大学院で1,120時間以上

の実習を行い、イギリスも週２日の講義と並行

しての週３日の実習を24週間課していること

を鑑みると（河野 2010：12-３）、英米と日本

のソーシャルワーカー養成に専門性や実践力の

点で大きな差があることは否めない。そのため

今後は、ソーシャルワーク先進国の教育水準

を視野に入れつつ、日本独自のソーシャルワー

カー養成課程を充実させていくことが重要であ

る。なぜなら、ソーシャルワーク先進国のアメ

リカとイギリスからケアマネジメントを輸入し

てきた以上、ケアマネジメント実践に求められ

る専門性の水準は両国と同程度のはずだからで

ある。また、日本の実情にあわせてケアマネジ

メントを展開していくためには、日本の生活文

化や価値観、地域性、風習などの特徴に対応で

きるソーシャルワーカーを養成しなくてはなら

ない。その意味で、日本独自のソーシャルワー

カー養成課程を発展させ、構築していく必要が

あると考えられるのである。

⑶　日本のケアマネジメント展開の展望

　これまで日本のケアマネジメントがもつ方法

の未発展とソーシャルワーカーの不在という問

題と、その解決への取り組みを述べてきた。そ

こで最後に、これらの取り組みによって日本の

ケアマネジメント展開がどのように変化し、向

上していくのかということについて検討してい

きたい。

　介護保険制度を例にとると、現在の日本のケ

アマネジメント展開は図１のようなシステムに

なっている。ここではケアマネジャーが、介

護保険サービスの提供にかかる膨大な給付管理
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業務を担いながら、家族関係の調整や地域の

フォーマル・インフォーマルな資源の調整と活

用などといった利用者の地域生活全般に関わる

支援も行うという構図になっている。しかし、

これではケアマネジャーの負担がかなり重くな

り、すでに指摘してきたような問題が起こる。

そこで、このような問題を、ソーシャルワー

カーによるケアマネジメント実践の導入で解決

しようとすると、図２のようなシステムが考え

られる（注２）。

図２のシステムでは、ケアマネジャーとソー

シャルワーカーの分業体制が可能になる。ま

ず、ケアマネジャーは介護保険サービスの給付

管理業務のみに特化して活動する。そして、利

用者の生活状況を全体的に把握して家族や地域

のサービス・資源との調整を図る役割は、ソー

シャルワーカーが担う。ここでソーシャルワー

カーが行うのは、制度に位置づけられた管理

的なケアマネジメントでなく、利用者の生活状

況に寄りそったソーシャルワーク実践としての

ケアマネジメントである。ソーシャルワーカー

は、利用者にとって必要なサービスや支援を調

整して提供するなかで、介護保険サービスが必

要なときにはケアマネジャーに連絡してケアプ

ラン作成を依頼する。つまり、ソーシャルワー

カーが利用者の生活支援の中心となり、ケアマ

ネジャーと連携しながら介護保険サービスやそ

の他の支援を調整して提供するという構図であ

る。

　このようなシステムにすることで、ソーシャ

ルワーク実践としてのケアマネジメントと制度

に位置づけられた管理的なケアマネジメントが

無理なく共存できる。また、給付管理業務に忙

殺されるケアマネジャーだけでなく、生活全体

をみながら相談支援を行うソーシャルワーカー

がケアマネジメントを展開することで、より効

 （筆者作成）

図１　現在のケアマネジメント展開のイメージ
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果的に生活問題の解決に取り組むことができ

るようになると考えられるのである。これによ

り、制度のみにとどまらない、利用者支援に役

立つケアマネジメント展開が可能になるのであ

る。

　しかし、こうしたシステムに変えていくため

には、①ケアマネジメント方法の開発と検証、

②ソーシャルワーカーの教育・養成と採用、に

かかわる多大な努力と費用が必要になる。具体

的に、ソーシャルワーク実践としてのケアマネ

ジメント方法の研究は現在それほど多くないた

め、諸外国も含めた先行研究をもとに、現場と

研究者が協力して新たなケアマネジメント方法

の構築を目指していかなければならない。ま

た、ソーシャルワーカーの教育や養成について

は、ケアマネジメント方法の開発と並行しなが

ら、大学教員を中心とした教育研究職が時間を

かけて丁寧に行う必要がある。さらに、そうし

て教育・養成したソーシャルワーカーを実践現

場で採用するには、相応の費用がかかる。その

意味で、ほとんど費用をかけず既存の人材に実

践の改善と効果の向上を期待する現場への丸投

げとは違い、国や地方自治体、社会福祉関連施

設・機関などの実践重視への運営方針の転換と

財政面の努力が欠かせないだろう。

　このように、今後、日本のケアマネジメント

が現在のシステムを改良し、利用者支援にさら

なる効果をあげるように発展していくために

は、

①　方法の開発と検証に関わる現場と研究者

の努力

②　ソーシャルワーカーの教育と養成に関わ

る教育現場の努力

③　ソーシャルワーカーの採用と活用に関わ

る国や地方自治体、社会福祉関連施設・機

関などの努力

 （筆者作成）

図２　ソーシャルワーカーを活用したケアマネジメント展開のイメージ
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という三つの大きな課題をクリアしていかなく

てはならないと考えている。

おわりに

　本稿で述べてきた今後の課題は、どれも一朝

一夕にクリアできるものではない。しかし、そ

れらについての議論をとおして、日本のケアマ

ネジメントの改善について一定の効果と実現性

が期待できるビジョンを提示できたのではない

かと考えている。また、本稿ではケアマネジメ

ントに焦点を絞って論じてきたが、その根底に

は日本の福祉のかじ取りの問題がある。これま

でどおり制度・政策を策定することに終始する

のか、それとも、制度・政策の活用を一つの選

択肢としながら利用者の生活に寄りそってソー

シャルワーク実践を展開できる専門職を育てて

いくのか、ということである。

人々の生活や価値観が複雑多様化する社会に

おいて、もはや制度・政策のみの社会福祉では

十分な問題解決に及ばなくなってきている。そ

こには、人々の生活全体を理解し、人々ととも

に問題解決に向けて取り組むソーシャルワー

カーの存在が不可欠なのである。このことを自

覚し、今後もケアマネジメント方法の開発と検

証に地道な努力をしつつ、微力ながらソーシャ

ルワーカーの養成と教育に尽力していきたい。

注

（注１） 　この視点からケアマネジメント方法を検討し

た一例は、拙稿（河野 2012b）を参照されたい。

（注２） 　ここで示した図１と図２は、ケアマネジメン

トにソーシャルワーカーが関わる場合とそうで

ない場合のシステムの違いに焦点を当てている

ため、破線で示したケアマネジメント実践の内

容は簡略化して作成している。
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